
豊田市防災対策課産業廃棄物処理業務委託仕様書

（適用の範囲） 
第 1条 本仕様書は、豊田市（以下「甲」という。）の保見中部防災倉庫（豊田市保見町北山65-30）
及び南庁舎（以下「指定保管場所」という。）から排出される産業廃棄物の処理業務に適用する。
（産業廃棄物の種類） 
第２条 甲が、処理業者（以下「乙」という。）に委託する産業廃棄物の種類はそれぞれ次のとお
りとする（廃棄物詳細については別紙のとおり。）。 

種 類 具 体 例

産業 
廃棄物

１ 廃プラスチック類 プラスチックケース
2 混合物① 廃プラスチック類、金属くずの混合物 テント 

3 混合物②
廃プラスチック類、金属くずの混合物 ACアダプター、ヘッドセッ

ト等

4 混合物③

ガラスくず・コンクリートくず及び陶
磁器くず（以下「ガラスくず等」とい
う。）、廃プラスチック類、金属くずの
混合物

ビデオカメラ 

5 混合物④ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 サーバー
6 混合物⑤ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 無線機

7 混合物⑥
ガラスくず等、廃プラスチック類、金
属くずの混合物

モニター 

8 混合物⑦ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 戸別受信機
9 混合物⑧ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 充電器
10 混合物⑨ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 サーバー
11 混合物⑩ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 プリンター
12 混合物⑪ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 雨量計
13 混合物⑫ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 水位計
14 混合物⑬ 廃プラスチック類、金属くずの混合物 風向風速計
15 金属くず 金属器具

特別管
理産業
廃棄物

16
廃プラスチック類、金属くず、腐食性廃酸の混合
物 

UPS 



（委託する産業廃棄物の数量等）
第３条 甲が、乙に委託する産業廃棄物の数量等は次のとおりとする。

種   類 
数量

（見込み）
性状 荷姿

性状の
変化

混合等に
よる支障

取扱い
注意事項

JISC0950
含有ﾏｰｸ

石綿含有
の有無

水銀廃棄
物の有無

産
業
廃
棄
物

１
廃プラスチック
類

7箱 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

2 混合物① 178基 固形 箱 無 無 無 無 無 無
3 混合物② 1式 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

4 混合物③ 5台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

5 混合物④ 4台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

6 混合物⑤ 1台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

7 混合物⑥ 5台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

8 混合物⑦ 1台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

9 混合物⑧ 1台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

10 混合物⑨ 1台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

11 混合物⑩ 1台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

12 混合物⑪ 6台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 

13 混合物⑫ 1 台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 
突起物
に注意

無 無 無 

14 混合物⑬ 2 台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 
突起物
に注意

無 無 無 

15 金属くず 1 台 固形 箱 無 無 
突起物
に注意

無 無 無 

特
別
管
理
産

業
廃
棄
物

16 混合物 1 台 固形 ﾊﾞﾗ 無 無 無 無 無 無 



（委託業務の内容） 
第４条 乙は、指定保管場所から排出された産業廃棄物の処理業務を行う。ただし、混合物⑤の
処分方法は破砕とすること。 
２ 産業廃棄物の運搬先は次のとおりとする。また、運搬先の変更等が必要な場合は、乙は事前
に変更内容を記した書面を甲に提出し、甲乙協議の上、決定することとする。

種    類 運  搬  先 処 分 方 法 

産業廃棄物 

１ 廃プラスチック類

産業廃棄物処分業者2
混合物①～⑬ 
（⑤を除く。）

３ 金属くず
特別管理
産業廃棄物

4 混合物 
特別管理
産業廃棄物処分業者

なお、処分業者の名称、所在地等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処
理法」という。）に基づく委託契約書によるものとする。また、リサイクルを徹底し、リサイク
ルが不可能な物については、適正に処分することとする。
３ 産業廃棄物の収集運搬回数については、次のとおりとする。 

種    類 回 数 収 集 日 程 

産業廃棄物

１ 廃プラスチック類

１回 

収集運搬回数は原則１回とし、収集日程
（収集運搬回数の変更を含む。）について
は甲、乙協議の上決定することとする。 
また、乙は、収集日程について本契約締結
後１週間以内に、甲に口頭又は文書にて報
告すること。 
ただし、土・日曜日及び祝日並びに１２月
２９日から１月３日までの間については
除くものとする。 

2 混合物①～⑬

3 金属くず

特別管理
産業廃棄物

4 混合物 

４ 産業廃棄物の収集運搬については、本件産業廃棄物のみを収集運搬することとし、本契約以
外の廃棄物と混載しないこととする。 
５ 乙は収集運搬に際し、収集物の飛散、落下等のないよう措置すること。
６ 乙は、処分施設・計量所を利用する際は、処分施設の利用規則等（搬入時間等）及び処分施
設・計量所の職員の指示に従うこと。
７ 乙は、産業廃棄物を収集するときは、必ず職員の立会いを求めることとする。
８ 乙は、事業の実施にあたり、職員の指示に従うとともに、業務等に支障をきたさないように
しなければならない。 
９ 乙は、業務の実施にあたり、従業員の指導教育の徹底を図るとともに、服装・言動等につい
ても留意しなければならない。



１０ 乙は、産業廃棄物の運搬の都度、運搬する廃棄物の重量を計量して記録することとし、こ
れに必要な費用は乙の負担とする。
（業務の報告） 
第５条 乙は、廃棄物処理法第１２条の５第２項又は第３項の規定により、電子情報処理組織を
使用して情報処理センターに産業廃棄物の処理結果を報告しなければならない。 
（指定場所等を破損させた場合の原状回復）
第６条 乙は、指定場所、その他一般の構築物等を破損させた場合は、乙の責任において原状回
復をしなければならない。
（確認） 
第７条 乙は、豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する条例に基づき甲が排出事業者と
して確認をする場合においては、協力しなければならない｡
（契約の解除） 
第８条 甲は、乙が次の各号の基準に適合しなくなったときは、この契約の全部又は一部を解除
することができるものとし、このため乙に損害が生じても、甲はその責めを負わないものとす
る。 
（１）乙が、受託業務を遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有し、かつ、受託しよう
とする業務の実施に関し相当の経験を有する者であること。 

（２）乙が、廃棄物処理法第７条第５項第４号イからルまで、第１４条第５項第２号イからへま
で又は第１４条の４第５項第２号のいずれにも該当しない者であること。 

（委託料の支払い等に関わる特記事項）
１ 委託料の支払整理日は委託完了届提出日とする。 
２ 本契約を締結してから業務が開始されるまでの間に、本契約とは別に、廃棄物処理法に基づ
く収集運搬業務と処分業務の委託契約書を作成するものとし、収集運搬業者と処分業者が異な
る場合は、廃棄物処理法に基づく処分業務委託契約書の中に、「処分費用は、収集運搬業者であ
る乙（処理業者の具体名を記入）が支払うこととする。」との一文を入れることとする。


